
1.重要な会計方針

・満期保有目的の債券･･･

・その他の有価証券・・・

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品・・・最終仕入原価法によっている。

  　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなっている。

  (6)  消費税等の会計処理

・退職給付引当金・・・職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

･賞与引当金・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

･役員賞与引当金・・・役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

購入時の取得価額によっている。（償却原価法については、取得価額と債券金額との差額につ
いて重要性に乏しいため、適用していない。）

時価のあるものについては、決算日の市場価額等に基づく時価法（売却原価は、移動平均法）に
よっている。

・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース)･･･リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定
額法によっている。

財務諸表に対する注記

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

  (3)  固定資産の減価償却の方法

  (4)  引当金の計上基準

・鉄道駅移動円滑化施設、建物附属設備、工具器具備品及びソフトウェア・・・定額法によっている。

  (5)  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位:円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 12,882,675,700 0 3,927,200 12,878,748,500

定期預金 94,167,300 0 0 94,167,300

普通預金 23,157,000 3,927,200 0 27,084,200

13,000,000,000 3,927,200 3,927,200 13,000,000,000

特定資産

鉄道駅移動円滑化施設 17,099,789,355 0 1,570,791,385 15,528,997,970

退職給付引当資産 91,296,700 11,986,300 1,847,300 101,435,700

役員退職慰労引当資産 4,672,800 2,548,800 0 7,221,600

減価償却引当資産 13,114,708 0 0 13,114,708

運用目的特定資産 4,875,011,990 0 261,646,482 4,613,365,508

財政安定化資産 231,074,000 0 76,986,200 154,087,800

日本財団事業準備金 128,302,950 230,000,000 241,907,315 116,395,635

共生社会実現に向けた移動
円滑化基金 333,813,821 0 186,403,967 147,409,854

22,777,076,324 244,535,100 2,339,582,649 20,682,028,775

35,777,076,324 248,462,300 2,343,509,849 33,682,028,775

（単位:円）

基本財産

投資有価証券 12,878,748,500 (10,888,359,500) (1,990,389,000) －

定期預金 94,167,300 (56,312,227) (37,855,073) －

普通預金 27,084,200 (27,084,200) (0) －

13,000,000,000 (10,971,755,927) (2,028,244,073) －

特定資産

鉄道駅移動円滑化施設 15,528,997,970 (9,082,034,543) (0) (6,446,963,427)

退職給付引当資産 101,435,700 (0) (0) (101,435,700)

役員退職慰労引当資産 7,221,600 (0) (0) (7,221,600)

減価償却引当資産 13,114,708 (0) (13,114,708) －

運用目的特定資産 4,613,365,508 (4,613,365,508) (0) －

財政安定化資産 154,087,800 (0) (154,087,800) －

日本財団事業準備金 116,395,635 (116,395,635) (0) －

共生社会実現に向けた移
動円滑化基金

147,409,854 (147,409,854) (0) －

20,682,028,775 (13,959,205,540) (167,202,508) (6,555,620,727)

33,682,028,775 (24,930,961,467) (2,195,446,581) (6,555,620,727)

小      計

小      計

合      計

（注３）財政安定化資産の当期減少額は、基本財産で運用する投資有価証券（額面2,920,000,000円、帳簿価額
3,002,688,200円）の満期償還に伴う償還差損76,986,200円の補填によるものである。

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科      目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（うち負債に
対応する額）

科      目

小      計

小      計

合      計

（注１）鉄道駅移動円滑化施設の当期減少額は、減価償却、ＪＲ東日本　新横浜駅ほか２５駅施設一部譲渡に伴うものである。

（注２）運用目的特定資産の当期減少額は、特定資産評価損益△261,652,915円（指定正味財産増減の部）及び特定資産売
却損益6,433円（指定正味財産増減の部）によるものである。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
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4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位:円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

42,111,360,860 26,582,362,890 15,528,997,970

建物附属設備 25,648,674 4,694,954 20,953,720

工具器具備品 19,682,246 12,784,322 6,897,924

リース資産 10,600,920 2,195,138 8,405,782

42,167,292,700 26,602,037,304 15,565,255,396

5.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位:円）

帳簿価額 時　　　価 評価損益

国債（11銘柄） 6,287,751,500 6,398,834,200 111,082,700

地方債（5銘柄） 599,608,000 616,710,000 17,102,000

社債（22銘柄） 5,991,389,000 5,745,130,000 △ 246,259,000

12,878,748,500 12,760,674,200 △ 118,074,300

6.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位:円）

前期末 当期 当期 当期末

残高 増加額 減少額 残高

補助金

国土交通省 4,825,497,144 0 451,208,712 4,374,288,432

各地方公共団体 5,189,876,391 0 482,130,280 4,707,746,111

10,015,373,535 0 933,338,992 9,082,034,543

日本財団

令和３年度分 25,668,438 0 25,668,438 0

令和４年度分 10,190,072 0 10,190,072 0

令和５年度分 92,444,440 0 89,473,000 2,971,440

令和６年度分 0 230,000,000 116,575,805 113,424,195

128,302,950 230,000,000 241,907,315 116,395,635

日本財団 333,813,821 0 186,403,967 147,409,854

333,813,821 0 186,403,967 147,409,854

10,477,490,306 230,000,000 1,361,650,274 9,345,840,032

海上交通におけるバリアフ
リー施設整備の推進事業助
成金

小　　　計

種　　　類

小　　　計

合      計

共生社会実現に向けた移動
円滑化基金

合　　　計

補助金等の名称 交付者
貸借対
照表上
の記載
区分

指
定
正
味
財
産

鉄道駅移動円滑化施設整備
事業費補助金

地方公共団体補助金等

小　　　計

助成金

科　　　目

合　　　計

鉄道駅移動円滑化施設

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
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7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 （単位:円）

経常収益への振替額

　 減価償却費計上による振替額 844,461,895 406,828,810 437,633,085 ―

　 事業実施による指定解除額 428,311,282 ― ― 428,311,282

1,272,773,177 406,828,810 437,633,085 428,311,282

経常外収益への振替額

　 固定資産売却損計上による振替額 88,877,097 44,379,902 44,497,195 ―

88,877,097 44,379,902 44,497,195 ―

1,361,650,274 451,208,712 482,130,280 428,311,282

8.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 14,345,004円 現金預金勘定 62,268,664円

―　円 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 ―　円

現金及び現金同等物 14,345,004円 現金及び現金同等物 62,268,664円

9.その他

(1)正味財産増減計算書関係

（単位:円）

金額

３０周年記念事業費

　　記念式典・レセプション実施事業 2,495,221

　　記念映像・記念誌制作事業 3,951,200

6,446,421

(2)引当金の明細
引当金の明細は、次のとおりである。 （単位:円）

目的使用 その他

賞与引当金 11,455,581 13,416,998 11,455,581 0 13,416,998

役員賞与引当金 1,593,000 1,593,000 1,593,000 0 1,593,000

退職給付引当金 91,296,700 11,986,300 1,847,300 0 101,435,700

役員退職慰労引当金 4,672,800 2,548,800 0 0 7,221,600

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金

うち日本財団
助成金

小　　　計

小　　　計

合      計

科      目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

当期末

・日本財団助成金返還額は、令和３年度と令和４年度の日本財団助成事業である「海上交通におけるバリアフリー施設整備
の推進事業」の未執行額である。

・　鉄道駅移動円滑化施設の当期減少額は、減価償却、ＪＲ東日本　新横浜駅ほか２５駅施設一部譲渡に伴うものである。

合　　　計

項　　　目

うち地方公共団体
補助金

科      目 金　　額 うち国庫補助金

前期末

・　「３０周年記念事業費」の内訳は以下のとおりである。
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